
地区社会福祉協議会活動拠点整備事業補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第１０９条におい

て、地域福祉を推進するための中核となるべき団体として位置づけられてい

る、社会福祉法人船橋市社会福祉協議会（以下「市社協」という。）の支部組

織である地区社会福祉協議会（以下「地区社協」という。）の活動拠点の整備

に係る経費の一部として、市社協に地区社会福祉協議会活動拠点整備事業補

助金（以下「補助金」という。）を交付することにより、地区社協による地域

ぐるみの福祉活動の活性化を図り、共助社会の実現に寄与することを目的と

する。 

（対象経費及び補助金額） 

第２条 補助金の対象事業（以下「補助事業」という。）、対象経費及び補助金額

は、次のとおりとする。 

補助事業 対象経費 補助金額 

地区社協活動拠点

設置事業 

建物借上げ料 月額１５０，０００円以内 

ただし、賃料が高額な地区において

は、予算の範囲内で市長の認める額 

光熱水費 年額１８０，０００円以内 

礼金・更新料 ４５０，０００円以内 

ただし、賃料が高額な地区において

は、予算の範囲内で市長の認める額 

更新保証料・ 

火災保険料 

予算の範囲内で市長の認める額 

修繕費 予算の範囲内で市長の認める額 

地区社協活動会場

借上事業 
会場借上げ料 

１回の事業につき３０，０００円以

内で年額１００，０００円以内 

２ 前項に規定する修繕費の対象となるのは、開設時にトイレのバリアフリー

化にかかる費用の他、開設当初の内装工事費及び空調工事費用とする。 

３ 地区社協は補助事業として、第１項に規定する補助事業のいずれかを選択

することができる。 

４ 国又は地方公共団体等により補助金等を受ける場合は、当該補助金等の額

を控除した額を対象経費とする。 



 

（要件） 

第３条 地区社協活動拠点設置事業については、次の要件を満たすときに補助

金を交付するものとする。 

 ⑴ 地域福祉の推進に寄与し、営利を目的としていないこと。 

⑵ 活動拠点での地区社協の利用日数が年間概ね１２０日以上（うち地区社

協主催事業は概ね６０日以上）であること。ただし、開設初年度において

は、設置した日から当該年度の３月３１日までの期間に応じて計上した日

数以上の利用日数があることとする。 

⑶ 活動拠点の運営について、当該補助金以外に補助を受けることなく、地区

社協のみで管理・運営できること。ただし、国又は地方公共団体等により補

助金を受ける場合は除く。 

 ⑷ 補助を受け始める前年度に地区社協が主催のミニデイサービス及びふれ

あい・いきいきサロンを年間１２回以上、福祉まつり及びボランティア育成

事業を年間１回以上実施していること。 

 ⑸ 前年度の地区社協事業実施回数を大幅に減少させないこと。 

 ⑹ 前年度の地区社協事業実施箇所を減少させないこと。 

 ⑺ 市社協が定める「地区社協活動拠点運営要領」を遵守すること。 

２ 地区社協活動会場借上事業については、次の要件を満たすときに補助金を

交付するものとする。 

 ⑴ 地区社協が主催し、船橋市社会福祉協議会活動促進事業補助金の補助の

対象となる事業及び地区社会福祉協議会自主事業補助金の補助の対象とな

る事業等を実施する際に必要となる会場の借り上げであること。 

⑵ 補助を受け始める前年度に地区社協が主催のミニデイサービス及びふれ

あい・いきいきサロンを年間１２回以上、福祉まつり及びボランティア育成

事業を年間１回以上主催していること。 

３ 気象状況や参加者の安全が確保できない等の災害等によりやむを得ない事

由で事業の中止を余儀なくされた場合には、予定していた事業を開催回数に

含めるものとする。この場合、市社協は実績報告時に理由書を提出するものと

する。 

（交付申請） 

第４条 補助事業に対する補助金の申請については、市社協が行うものとし、地



区社会福祉協議会活動拠点整備事業補助金交付申請書（第１号様式）に次の各

号に掲げる書類を添えて市長に申請しなければならない。 

⑴ 事業計画書 

⑵ 収支予算書 

⑶ 前年度決算書 

⑷ その他市長が必要と認める書類 

２ 地区社協活動拠点設置事業に係る補助金を申請する場合については、前項

各号に掲げる書類のほか、賃貸借契約書の写し及び地区社会福祉協議会活動

拠点運用計画書（様式第２号）を提出しなければならない。ただし、申請時に

契約を締結していないときは、契約締結後、直ちに提出するものとする。 

（交付決定の通知） 

第５条 市長は、前条の規定による申請を受理したときは、その内容を審査し、

交付の可否を決定し、その旨を地区社会福祉協議会活動拠点整備事業補助金

交付決定通知書（第３号様式）によって市社協へ交付の決定を通知するものと

する。 

（計画変更等の承認申請書） 

第６条 前条の規定により補助金を交付する旨の決定の通知を受けた後に、補

助事業の計画を変更（市長が認める軽微な変更を除く。）をしようとするとき、

又は補助事業を中止し、若しくは廃止しようとするときは、市社協は、地区社

会福祉協議会活動拠点整備事業計画変更（中止・廃止）承認申請書（第４号様

式）により、速やかに市長に申請しなければならない。 

（実績報告） 

第７条 市社協は、会計年度が終了したときには、地区社会福祉協議会活動拠点

整備事業実績報告書（第５号様式）に次の各号に掲げる書類を添えて市長に実

績報告をしなければならない。 

 ⑴ 収支決算書 

⑵ 地区社会福祉協議会活動拠点整備事業支出報告書（第６号様式） 

 ⑶ 賃料及び会場利用料に係る領収書 

 ⑷ その他市長が必要と認める書類 

２ 前項第３号に定める領収書について、賃料を銀行引き落としにしている場

合には、通帳の写しに代えることができる。 

３ 地区社協活動拠点設置事業については、地区社会福祉協議会活動拠点設置



事業実績報告書（第７号様式）を提出しなければならない。 

（交付額確定の通知） 

第８条 市長は、前条第１項の規定による実績報告を受けたときは、交付すべき

補助金の額を確定し、その旨を地区社会福祉協議会活動拠点整備事業補助金

確定通知書（第８号様式）によって、市社協に交付額の確定を通知するものと

する。 

（交付の請求） 

第９条 市社協は、補助金の交付を受けようとするときは、地区社会福祉協議会

活動拠点整備事業補助金等交付請求書（第９号様式）に地区社会福祉協議会活

動拠点整備事業補助金確定通知書（補助事業の完了前に請求する場合にあっ

ては、地区社会福祉協議会活動拠点整備事業補助金交付決定通知書）の写しを

添えて市長に請求しなければならない。 

（交付決定の取消し） 

第１０条 市長は、補助金を交付する旨の決定を受け、又は補助金の交付を受け

た者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金を交付する旨の決定を

取消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部に相当する額を返還さ

せるものとする。 

⑴ 偽りその他不正の手段により、補助金を交付する旨の決定を受け、又は補

助金の交付を受けたとき。 

⑵ 交付を受けた補助金を目的以外に使用したとき。 

⑶ 第３条に規定する要件を満たさないとき又は補助金の交付決定に付した

条件に違反したとき。 

２ 市長は、地区社会福祉協議会活動拠点整備事業補助金交付決定取消通知書

（第１０号様式）によって市社協へ交付決定の取消を通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第１１条 市社協は礼金等の戻りがあった場合には、その旨を地区社会福祉協

議会活動拠点整備事業補助金礼金等返還報告書（第１１号様式）に精算書を添

えて、速やかに報告しなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する報告があった場合には、市社協が礼金等に対して負

担した割合に応じて、返還額を決定し、地区社会福祉協議会活動拠点整備事業

補助金礼金等返還確定通知書（第１２号様式）によって市社協へ返還額を通知

するものとする。 



（補則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

 附 則 

 この要綱は、平成２２年４月１日より施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２７年４月１日より施行する。 

 （経過措置） 

２  なお、第２条及び第１１条の規定は、平成２７年４月１日以後に交付する補

助金について適用し、同日前に交付する補助金については、なお従前の例によ

る。 

附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日より施行する。 

 附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日より施行する。 

 附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日より施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和５年８月２８日より施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１号様式 

 

地区社会福祉協議会活動拠点整備事業補助金交付申請書 

 

  年  月  日 

 

船橋市長  あて 

 

住 所               

 

団体名               

 

代表者               

              

 

 

次のとおり、地区社会福祉協議会活動拠点整備事業補助金を受けたく、関係

書類を添えて申請します。 

 

 

補助年度  

補助事業等 

名称  

目的及び内容  

効果  

経 費 所 要 総 予 算 額 円       

交 付 申 請 額 円       

地 区 社 協 活 動 拠 点 

設 置 事 業 申 請 地 区 

 

着手及び完了予定年月日 
着手予定     年  月  日 

完了予定     年  月  日 

添 付 書 類 

１ 活動拠点運用計画書 

２ 収支予算書 

３ 前年度決算書 

４ 賃貸借契約書の写し 

５ その他 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日 ７日 ８日 ９日 １０日 １１日 １２日 １３日 １４日 １５日 １６日
４月
５月
６月
７月
８月
９月
１０月
１１月
１２月
１月
２月
３月

１７日 １８日 １９日 ２０日 ２１日 ２２日 ２３日 ２４日 ２５日 ２６日 ２７日 ２８日 ２９日 ３０日 ３１日
４月
５月
６月
７月
８月
９月
１０月
１１月
１２月
１月
２月
３月

○ ミニデイ
● サロン
△ 子育てサロン
▲ その他事業
□ 会議等
■ 他団体主催事業

　　　　　地区社会福祉協議会活動拠点運用計画書
第２号様式



第３号様式 

 

地区社会福祉協議会活動拠点整備事業補助金交付決定通知書 

 

 

船橋市地指令第    号 

年  月  日 

 

    住   所 

申請者 団 体 名 

    代表者氏名         様 

 

船橋市長         印 

 

  年  月  日付申請のあった地区社会福祉協議会活動拠点整備事業補助

金の交付について次のとおり決定したので、地区社会福祉協議会活動拠点整備

事業補助金交付要綱第５条の規定により通知します。 

 

補助年度      年度 補助金の名称  

補 助 事 業 の 名 称  

経費所要総額のうち 

補助の対象となる経費 
              円 

交 付 決 定 額               円 

交 付 予 定 時 期  

地 区 社 協 活 動 拠 点 

設 置 事 業 決 定 地 区 

 

 

交 付 条 件 

1 補助事業の内容又は経費の配分の変更をする

ときは、市長の承認を得ること。 

2 補助事業を中止又は廃止するときは、市長の

承認を得ること。 

3 補助事業が予定の期間内に完了しないとき又

は遂行が困難となったときは、速やかに市長に

報告してその指示を受けること。 

(注) 上記の決定に対して異議があるときは、速やかに文書で申請の取下げをす

ること。 



第 4 号様式 

 

 

地区社会福祉協議会活動拠点整備事業補助金計画変更（中止・廃止）申請書 

 

 

年    月    日 

 

 

船橋市長    あて 

 

 

住 所(所在地)          

 

団体名             

 

代表者             

 

 地区社会福祉協議会活動拠点整備事業補助金を計画変更・中止・廃止したい

ので、次のとおり申請します。 

 

指 令 年 月 日    年  月  日 指令番号 船橋市地指令第  号  

補 助 年 度 年度 

補助事業等の名称      

変 更 又 は 中 止 

（廃止）の理由 

                      

（変更の場合） 

補助事業等の内容 

(変更前)                   

(変更後) 

 

変 更 年 月 日    年  月  日  （予定） 

添 付 書 類 

1 事業計画書 

2 収支予算書 

3 その他(               ) 

  



第５号様式 

 

地区社会福祉協議会活動拠点整備事業実績報告書 

 

 

年    月    日 

 

 

船橋市長     あて 

 

 

住   所             

補助事業者    団 体 名             

       代表者氏名                  

         

 

 

 地区社会福祉協議会活動拠点整備事業補助金交付要綱第７条の規定により、

地区社会福祉協議会活動拠点整備事業の実施状況を次のとおり報告します。 

 

 

指 令 年 月 日   年  月  日 指 令 番 号 船橋市地指令第  号 

補 助 年 度              年度 

補 助 金 等 の 名 称      

補 助 事 業 等 名 称  

施行場所  

着 手 年 月 日   年  月  日 完了年月日   年  月  日 

交 付 決 定 額                      円 

既 交 付 額                   円 

補助対象経費精算額                   円 

補助事業等の経過及

び内容 

 

添 付 書 類 

1 収支決算書 

2 完成写真(工事施行等に係る場合) 

3 その他(               ) 

 

㊞ 



第６号様式 

 

 

地区社会福祉協議会活動拠点整備事業支出報告書 

 

  年  月  日 

 

船橋市長  あて 

 

住 所               

団体名               

代表者             ㊞ 

 

 

地区社会福祉協議会活動拠点整備事業補助金交付要綱第７条第１項第２号の

規定により、地区社会福祉協議会活動拠点整備事業にかかった経費を次のとお

り報告いたします。 

 

地区名 支出金額 地区名 支出金額 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

合計支出額           円     



 

 

 

 

 

 

 

　　　　地区

日 事業名 参加者数 ボランティア数 主な内容

1 ミニデイ

2 サロン

3 子育てサロン

4 その他事業

5 会議等

6 他団体主催事業

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

（　　月分）

地区社会福祉協議会活動拠点設置事業実績報告書

第７号様式



第８号様式 

 

地区社会福祉協議会活動拠点整備事業補助金確定通知書 

 

 

第         号 

年    月    日 

 

 

住   所             

補助事業者 団 体 名          

代表者氏名             様 

 

 

船橋市長       印 

 

 

   年  月  日付で実績報告のあった地区社会福祉協議会活動拠点整備

事業について、次のとおり補助金の額を確定したので、地区社会福祉協議会活

動拠点整備事業補助金交付要綱第８条の規定により、通知します。 

 

 

指令年月日   年  月  日 指令番号 船橋市地指令第  号 

補助年度 年度 

補助事業等の名称   

交付決定額                      円 

補助対象経費精算額                      円 

補助率  

交付確定額                      円 

地区社協活動拠点 

設置事業確定地区 

 

 



第９号様式 

 

地区社会福祉協議会活動拠点整備事業補助金交付請求書 

 

 

年    月    日 

 

船橋市長     あて 

 

          住   所           

  団 体 名           

代表者氏名         ㊞ 

 

 

 地区社会福祉協議会活動拠点整備事業補助金交付要綱第９条の規定により、

地区社会福祉協議会活動拠点整備事業補助金の交付を次のとおり請求します。 

 

 

指 令 年 月 日    年   月   日 指令番号 船橋市地指令第  号 

補 助 年 度    年度 

補助事業等の名称  

交 付 決 定 額                       円 

交 付 確 定 額                       円 

請 求 額                       円 

添 付 書 類 

1 地区社会福祉協議会活動拠点整備事業補助金等交付確定

通知書又は地区社会福祉協議会活動拠点整備事業補助金

等交付決定通知書の写し 

2 その他(               ) 

  

 



第１０号様式 

 

地区社会福祉協議会活動拠点整備事業補助金交付決定取消通知書 

   

船橋市地指令第    号 

  年  月  日 

 

 

           様 

 

 

船橋市長          印 

 

 

  年  月  日付で交付決定の通知した、地区社会福祉協議会活動拠

点整備事業補助金について、次のとおり交付の取り消しが決定しましたので、

通知します。 

 

 

指 令 番 号 船橋市地指令第   号 

補 助 年 度   年度 

補 助 事 業 等 の 名 称  

経費所要総額のうち交付 

取消の対象となる経費 
円       

交 付 取 消 決 定 額 円       

交 付 取 消 予 定 時 期  

交 付 取 消 理 由 

１ 偽りその他不正の手段により、交付決定を受け

たため 

２ 補助金を目的以外に使用したため 

３ 第３条に規定する要件を満たさない又は補助金

の交付決定に付した条件に違反したため 

 



第１１号様式 

 

地区社会福祉協議会活動拠点整備事業補助金礼金等返還報告書 

 

  年  月  日 

 

船橋市長  あて 

 

住 所               

 

団体名               

 

代表者             ㊞ 

 

 

地区社会福祉協議会活動拠点において礼金等の返還があったことから、次の

とおり、報告します。 

 

 

補 助 年 度       年度 

補 助 事 業 等 の 名 称  

礼 金 等 総 額 円       

礼金等総額のうち補助の 

対 象 と な っ た 額 
円       

礼 金 等 返 還 額 円       

活 動 拠 点 を 撤 去 し た 

地 区 社 会 福 祉 協 議 会 

 

設 置 及 び 撤 去 年 月 日 
設置年月日     年  月  日 

撤去年月日     年  月  日 

添 付 書 類 
１ 精算書 

２ その他 

  

 



第１２号様式 

 

地区社会福祉協議会活動拠点整備事業補助金礼金等返還確定通知書 

   

船橋市地指令第    号 

  年  月  日 

 

 

           様 

 

 

船橋市長          印 

 

 

  年  月  日付で報告のあった、地区社会福祉協議会活動拠点整備

事業における礼金等の返還について、次のとおり返還額が確定しましたので、

通知します。 

 

 

指 令 番 号 船橋市地指令第   号 

補 助 年 度     年度 

補 助 事 業 等 の 名 称  

礼 金 等 総 額 円       

礼金等総額のうち補助の 

対 象 と な っ た 額 
円       

市 へ の 返 還 確 定 額 円       

  


